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戦後北海道総合開発計画のフレーム，ワークの研究
An Investigation of the Frame Work for 
Hokkaido Development Project after the Second World War 
辻勉
Tsutomu TSUJI 
I はじめに
北海道総合開発計画は，北海道開発法に基づく国家計画として，北海道の産業経済，生活文
化の将来方向を左右するものとして，固ならびに道民生活に大きな影響を与えた。第2次世界
大戦後，6回の北海道総合開発計画が樹立され，今日まで中断することなく実行され，また実
施中である。
開発計画のフレームとは，開発計画の目標年次のターゲット，経済などの姿を定性的あるい
は定量的に表現したもので，基準年次との比較において，計画の推進によってどう変化してい
くかを示したものである。開発計画の作成に当つてのフレーム，ワ クーは，開発計画のフレー
ムを作成する過程の作業であり，計画立案の計数的メドを示し，計画作成を容易にするととも
に，他面，出来上がった計画に対外的客観的な説得性を与えようとするものである。即ち，フ
レーム，ワークとは，目標年次の姿としてどのようなものが望ましいのか，各経済変数につい
て整合性ある形で色々想定し，同時に政策手段との関係において姿がどう変わるかを検討し，
一つの姿，場合によっては上限，下限の形で選択していく検討過程をいう。
従って，フレーム，ワークでは，時の理論経済を北海道に適用するために英知を結集して計
画的予測を行うこととなる。フレーム，ワークは一面では，それぞれの時代における北海道と
いう地域経済の現状分析であり，地域開発論の理論的水準を示すものと言える。
しかしながら，北海道の場合，国の経済計画の場合と異なり， フレ ムー，ワ クー単独で発表
される機会はなく， また議会での煩鎖な論議に巻き込まれるのを恐れ， フレー ム， ワークの作
成過程の詳細は殆ど表面にでることはなかった。従って作成過程の資料は担当者の書架に眠っ
ているか，または散逸してしまっている。
本研究は，戦後6回の総合開発計画のフレー ム， ワークを北海道段階，北海道開発庁段階に
ついて，まず散逸している資料を整理し， その背景を探ろうとしたものである。しかしながら
北海道の計画経済予測史としてまとめるに留まり， 現在手つかずの状態にある総合開発の計画
と実績のかい離の原因解明については，．今後の課題と して残された。いずれ他日を期したい。
なお，本論文は，北海道女子短期大学平成2年度特殊研究費の交付を受けて実施した 「北海
道総合開発計画の経済フレームの研究」の要約であるが，紙数の関係でフレー ムの教値を割愛
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せざるを得なかったことをお断わりする。
n 北海道総合開発第1次5ヶ年計画（1952年度～56年度）
1 ＇背景
1945年，第2次世界大戦に敗れた日本は，樺太，千島，朝鮮，台湾（沖縄）の領土や満州等
の植民地を失い，これら外地からの引き揚げ者や軍人で人口が急増し，外国貿易はとだえ工業
設備は壊滅し，食糧さえ自給できず，農業資材の欠乏，そこへ凶作が続き，電力，石炭等の基
幹産業が荒廃し，国民の多くはその日暮らしに追われていた。当時約1000万人の餓死者， 5000
万人の失業者が予想された。
政府は1945年11月「緊急開拓事業実施要領」を定め， 5年計画で食料の自給，離職工員，軍
人その他の帰農を目標に，全国155万町歩，うち北海道70万町歩の開墾を行い，全国で100万戸，
北海道で20万戸の入殖を予定した。然し新しい開墾地の大部分は，火山灰地，泥炭地等の劣悪
地であり， 一度入殖しでも離農する者が続出し，この緊急開拓事業は失敗に終わった。
1950年北海道開発法と特定地域開発法が制定され， 6月には政府に北海道開発庁が設置され，
戦後における北海道の開発がスタートするのであった。北海道開発庁のスタートと同時に，北
海道総合開発計画の作成に直面した開発庁幹部は，大変分かり易い目標を掲げた。
1951年10月に， 1952年度一61年度までの10か月計画の北海道総合計画（第1期）を作成， 61
年の人口は，できるだけ高く掲げるべきとして1000万人とし，その人口を抱擁する経済力の付
与をうたった。また1956年度までの前期5ヶ年の北海道総合開発第1次5ヶ年計画実施計画第
1編 （公共事業費及び産業経済費関係のみで民間投費を含まない）を作成，開発基盤の整備に
重点を置き， 1956年度に600万人の人口目標を掲げた。然しこの計画は政府の閣議決定を経な
いまま52年度より実施された。
このような「緊急必要物資増産j時代を背景に，豊富な未開発資源と広大な地積を有する北
海道の開発は，日本の経済自立の問題，人口問題の解決の他に，明治以降の北海道開発の中に
脈々と流れている開拓者精神を通じて，敗戦にひしがれた国民の志気を鼓舞する問題としても
絶対推進すべきことがらであるとされた。
2＇計画の考え方
当時国土開発としては，北海道開発法と特定地域開発法にもとづく二つの地域開発計画が
あったが，北海道開発計画がより重視されていた。北海道の場合，電源開発，食糧増産，工業
原材料用自然資源開発，人口吸収，産業基盤整備があげられ，特定地域の場合，電源開発，食
糧増産，国土保全，工業立地条件整備があげられていた。
当時の日本経済は，復興，再建の時期であり，全体としては戦前水準への生産力の回復で、あ
り，その中でも重要なのは，食糧の窮乏，電力・石炭の不足，屡々襲った自然災害，引に揚げ
者・出産・失業による人口圧力であり，これが北海道の開発目標にも大きな影響を与えた。次
いで，敗戦によって対外資源の確保に失敗した結果，圏内資源の開発によって，日本の自然資
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源の不足を克服しなければならないとの考が強かった。 その場合北海道は日本の中の「唯一の
未開発地域」「資源の宝庫」であるとのスローガンは国民の中に浸透した。
この様にして北海道総合開発第l次5ヶ年計画は産業振興の基礎となる施設の整備拡充に重
点が置かれた。即ち①電源の開発②道路の，港湾，河川等の整備③食糧の増産④地下資源の開
発調査の四点に重点が置かれた。
3.計画のフレーム
第1次5ヶ年計画で、は， 当時の所得等の経済指標はまだ整備されていないため， 経済計算は
されておらず，開発目標は生産計画が中心で、ある。
第1次5ヶ年計画の最終年次には，人口600万人となる見込みである。 内訳は，自然増加が
60万人増の490万人，計画実施による社会増加llO万人である。
人口の積算根拠は不明であるが，第1期拓殖計画 （1910年～26年）で90万人の増加， 第2期
拓殖計画（1927年一46年）で105万人の増加実績をもち，また第2期拓殖計画の人口目標600万
人であったことに見られる様に，人口の増大は北海道発展のシンボルであり，悲願でもあった。
戦災にあった東京等大都市の荒廃からみて，北海道への開拓民の入殖・ 大巾な人口移動は可能
と考えたものと思う。
4.開発の効果
第1次5ヶ年計画が終了した後の1958年7月，北海道知事の諮問機関である北海道総合開発
委員会は，北海道開発事業の成果について，次の様に厳しく指摘している。
1 ）事業費からみた実績は全体で計画1948億円に対し実績974億円と50%，国費公共事業費で
計画1300億円に対し実績707億円54%と達成率が極めて悪く，未完の事業も多い。
2）これは本計画は閣議決定がされず国の施策として確立されなかったことが一因である。
3）計画期間中の経済成長率指数は，全国146，北海道147で遜色はない。
4）本計画は戦後の社会経済情勢を反映し， 資源開発偏重の感がある。 企業環境と同時に生活
環境の整備が並行して行われなければならない。
北海道開発庁においても，北海道開発に関する産業計画会議の勧告～第l次5ヶ年計画はそ
のアプローチにおいて間違っていたため開発効果は零であったーに反論はしたが，同勧告が言
うように 「新しい目標の発見Jの為には，まず，「北海道が日本経済に寄与する最上の方式は
何か」を見出すこと。即ち「北海道の資源を内地に運んで使う方が良いか，現地で使う方が良
いかjということの決定が出発点である。との指摘には賛意を表し， 第2次5ヶ年計画の策定
にあたり充分意見を考慮することと した。
北海道開発は，物質の生産という面での効果はある程度あげていると言えよう。然し本州の
人々が 「未開発資源の宝庫Jとして北海道の開発にかけていた期待，食科・石炭増産，人口吸
収は極めて不充分な達成であった。この為北海道には未開発資源はそう無いのではないかとの
批判を呼び，後々までも北海道開発の効果論争の火種となった。
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m 北海道総合開発第2次5ヶ年計画 (1958年度～62年度）
1.背景
第1次5ヶ年計画が1956年度に終了した。本来ならば57年度から第2次5ヶ年計画がスター
トするのであったが，国の経済自立5ヶ年計画 (1955年12月）が，日本経済の著しい拡大発展
によって陳腐化したので，国は急拠，高成長の新長期経済計画を1958年度からスタートさせた。
このため，北海道の第2次5ヶ年計画のスタートも 1年遅れの1958年度からとし，国の新長期
経済計画の構想の線に沿って作成されたのであった。
1950年に始まった韓国動乱ブームは，日本の輸出を一挙に膨張させ，米軍の特需とあいまっ
て外貨保有が増加し，企業利潤の増加，資本蓄積の増加をもたらし，生産も戦前水準を超え，
重化学工業も新技術の導入によって，明るい展望を聞きつつあった。
政府では，それまでの経済計画が戦時中以来の物動方式であったものから，巨視経済学的な
計画手法を用い計画のワク組として国民経済計算を採用しだした。
「経済自立5ヶ年計画」は， GNPの成長率を 5%，労働生産性を 3%とそれぞれ低く見て
おり，限界資本係数を 5と高くみていたため， 1956,57年の高い成長に対応できず， 57年12月
の「新長期経済計画」（ 5ヶ年）に直ちにとって代わられた。この新長期経済計画でははじめ
て「経済自立」を目標から外し，「完全雇用」を目標とした。
また，全国の地域開発の動きとしては， 1950年北海道開発法，特定地域開発法（22地域）に
ついで，地域開発促進法として東北（56年），九州（59年），四国，中国，北陸（60年）が加わ
り，首都圏整備法（56年），低開発工業地域開発促進法（61年）が制定され，大都市，既成工
業地帯の開発と後進地域の開発が併立する状態になってきた。
先進地域では，過密の緩和，用地・用水の確保，交通の再整備，社会生活基盤の整備に力点
が置かれた。
2.計画の考え方
第1次5ヶ年計画と異なり第2次5ヶ年計画からは，まず，北海道段階で計画（道案）を策
定し，北海道議会の審議を経て，北海道開発法第2条にもとずく北海道知事の意見として国に
提出する。北海道開発庁長官は，道案を参考としながら国としての計画を作成し，それを閣議
決定に持ち込むのである。従って，北海道開発計画は北海道段階の分厚い道案と国の薄い計画
の二つが作られるのである。道案は北海道開発庁と充分な協義の下に作成されるので，両者は
内容においてはそう大きな違いはないが，住民サイドにたつ道案と，国策を柱とする国の計画
作成姿勢との聞に若干意見の食い違いが見られることがあった。
第1次5ヶ年計画は産業振興の基盤整備に重点を置いて実施してきたが，概ね計画の半ばを
達成したのに過ぎず，なお相当の事業量を残していた。この為，計画期間を延長し，残事業を
消化すべきであるとの意見もあったが，前述のように社会経済情勢が急速に変化していること
に対処し，産業基盤を整備してから産業振興に取り掛かるのではなく，それと並行して産業振
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興を進め，更に開発に関連する文化厚生労働施設の整備を計画の一環に加え，道民生活の安定
向上を目標の一つに位置づけた。
また第1次5ヶ年計画の達成率が低かった原因の一つに，閣議決定をしていないことが挙げ
られるので，第2次5ヶ年計画では，難問の「資金計画jは参考資料扱いとして，ようやく閣
議決定を取り付けたのである。
第2次5ヶ年計画の目標は，①産業基盤の整備強化。特に青函トンネルの試堀が計画された。
②産業の高度化。特に新規鉱工業の振興。③道民生活の安定向上が掲げられた。また第1次計
画では公共事業中心で、あった資金計画に新たに民間資金が計上され，北海道東北開発公庫の機
能拡充がはかられたのである。
3.計画のフレーム
第2次5ヶ年計画の道案のフレームは，目標年次の1961年の北海道の人口を①自然増加のみ
の513万人案②社会増加年間5万人の545万人案③社会増加年間9万3千人の570万人案の 3
通りを想定し，それぞれについてコルム方式で以下労働生産性，総生産規模の想定，経済バラ
ンス表の作成，総生産性を実現しうる部門別事業計画の調整を行い②案に近い人口550万人案
をフレームとして採用した。
北海道開発庁では，各省を説得する立場もあり，コJレム方式を表に出さず，各部門毎の積み
上げを採用した。即ち各部門毎に過去の趨勢と発展可能性の検討によって将来予測を行い， こ
れを積み上げて道内生産所得，就業者，人口を推計し，他方計画実現のための所要資金を積み
上げ，これらを全体的観点から調整する作業をおこなった。
まず就業者については，①期間内の 「新規労働可能人口」から就業希望率を推計し就職希望
者を，②既存就業者から交替補充者数を推計し，①と②の差を加えた③道内就業者供給数と④
産業部門積み上げからの就業者需要数の差を⑤道外から供給を受ける就業者とし，道内， 道外
別の労働力率から人口を推計した。
産業別生産所得は，例えば農業生産所得では，農業計画による農業粗生産額に所得率を乗じ
て出し，農業就業者は，既存農家は横ばいとし，新規開拓分として22千人を積算した。それぞ
れ産業計画から推計したが第3次産業については，マクロ計算をしている。
道案の目標年次は1961年であり，国の計画は62年と l年ずれたのでフレー ムの数値は国の方
が高いが，人口はいずれも550万人を目標としている。
N 第2期北海道総合開発計画 (1963年度～70年度）
1.背景
第2次5ヶ年計画が1962年度に終了した。この計画は，概ねその目標を達成したと言えよう。
即ち1952年度～62年度までの11年間の経済成長率をみると， 日本経済の9.4%の成長率とほぼ
同じ成長率を示し，日本経済の発展に大きく貢献する素地を固めた。
第2期北海道総合開発計画は，1963年を初年度とし， 70年度を目標年度とする 8ヶ年計画と
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して閣義の決定をみてスター卜した。
当時の日本経済は，①巨大技術の革新②大衆の所得増加③国家介入の増大をテコに重化学工
業を中心とする第2次産業の目覚ましい発展により経済の高度成長，産業構造の高度化が進展
した。その為先進工業地帯では，人口，産業の過度の集中による過密問題が発生し，他方後進
地域では，産業の伸び悩みによる所得格差が発生，企業の誘致，農林水産業の近代化が緊急の
政策とされた。
全国の開発計画については， 1950年に国土開発法が制定され51年に総合開発の構想案が検討
されたが，計画の作成まで至らなかった。1970年代の経済の拡大・ 発展過程において，太平洋
ベルト地帯の臨海部を中心に地域開発が進み，東海道メガロポリスとして人口産業の大都市へ
の集中が顕著となり，過大都市問題や地域問所得格差の拡大への対応が全国的にも迫られた。
そのため， 1962年に「第1次全国総合開発計画」 が策定され，国土開発の方向として地域の
均衡ある発展が志向された。
2.計画の考え方
日本経済の高度成長の歪みとして，いわゆる過大都市問題と地域格差問題を生じたが，この
ような課題を解決するには，産業の適正配置，農業の近代化が必須であるとされていた。この
点北海道は原料資源に恵まれ，用地用水が豊富，産業基盤も逐次整備されている等，その産業
立地条件は相対的有利性を有してきた。 また農業生産拡大の余地は大きく， 経営規模拡大の可
能性も高く，日本農業の体質改善に果たす役割は極めて大きいものがあるとされた。北海道の
産業構造の後進性等を是正するならば，日本経済の安定的高度成長に積極的に寄与しうると言
われた。従って第2期計画は， 産業構造の高度化を主軸にして経済規模を拡大して，国民経済
の安定的成長に寄与するとともに，北海道経済の自律的発展の基礎を固めることを目標として
策定された。
なお道内各地域の均衝ある発展を計るため，拠点開発方式をとりあげ，1965年北海道開発庁
は「拠点開発計画」を策定，函館，道央（札樽，苫蘭），旭川，帯広， 到I路， 北見網走の六地
区の整備を計画した。以後道内の地域計画はこれを基本とし、種々作られていくのである。
3.計画のフレーム
国の経済計画としては1960年から70年の10年間で国民総生産を 2倍に，1人当り所得で西欧
諸国より若干下回る水準を目標とする 「国民所得倍増計画」がスタ 卜ー したばかりであった。
計画の経済成長率は7.8%という高いものであったが，現実は更に高い経済成長率となり，物
価の騰貴が激しくなり，間もなく計画としての意味を失った。その後「中期経済計画J(1965年）
「経済社会発展計画」（1967年）が作成された。後二者の計画は，大型計量モデルを採用して，
「倍増計画」の計量的な不備を改善したが，政策変数や外生変数の値を故意に低く押さえてい
る点で，計量経済モデルを正当に使用しないとの批判がある。
道案では，国民所得倍増計画や全国総合開発計画の動向を見ながら，北海道の開発可能性を
考慮し，独自の北海道モデルを作成した。
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北海道における経済統計は部分的には詳細，正確な統計があるが，地域経済にとって必要な
域際収支のデータは皆無に近く，また支出面を示すデータも家計消費を除き全く無いも同然で
あった。そのため，社会会計論的モデル分析は不可能に近いのが実態であった。
然し， 1954年北海道産業連関表が関係者の努力でできていたので，その産業連関表を用い，
1970年の想定北海道産業連関表を作成した。その方法は将来の最終需要を逆行列係数に乗じて
生産額を導き出す，アメリカ労働省を中心とする最終需要的モデルではなく，最終需要と中間
需要をそれぞれ別個に予測し，技術係数の変化予測，官民の生産計画のチェックをしながら
1970年の 「投入」「産出」バランスを導きだしたものであった。移輸出入は個々 の品目毎に推
計し，最終的に残った不突合については，全体経済規模との関係からみて不当でないように移
輸入または移輸出を修正してバランスをとった。
北海道開発庁はこれら道の意見を参考にしながら， 生産所得については第l次産業，鉱工業
生産所得は積み上げ，建設業は第1次，鉱工業生産所得に対する弾性値から，運輸通信公益事
業はl次， 2次産業との相関式から，第3次産業のその他はそれ以外の生産所得との相関式か
ら導きだした。
道意見と開発庁との相違点は，推計方法にもよるが，産業に対する考え方の相違がでている。
開発庁は第l次産業の生産を，道より高く見込み，道は第2次産業の生産を開発庁より高く見
込んでいる。 人口については，道意見では，生産年齢人口，労働力率，就業率，扶養率，産業
別就業者の動向，生産性からチェックして，70年の目標は595万人とした。開発庁では就業者
は各産業部門の積み上げで，道意見を下回わる。以下労働力率は所得倍増計画並みの低下，人
口負担率を推計し，総人口は586万人が目標とされた。
v 第3期北海道総合開発計画 (1971年度～80年度）
1.背景
第2期計画は，1970年度で終了した。この間日本経済は世界に例を見ない高度成長をとげた
が，反面，若年労働力の不足，物価の上昇，食料輸入の増大，また先進地域への人口，産業の
過度集中，過疎の進行は止まず，国土の有効活用と均衡ある発展が求められた。
その為，1969年に新全国総合開発計画が作成され，1985年を目標に①新幹線等日本列島のネッ
トワー クの形成，②工業基地，観光開発等大規模産業開発プロジェク卜の推進などによって人
口， 産業の地方への分散や所得格差問題への対応， 資源の有効利用の促進を企図した。
新全国総合開発計画は経済企画庁総合開発局（後に国土庁）が作成したのであるが，北海道
と沖縄についても北海道開発庁，沖縄開発庁の協力のもとに，人口，生産所得，工業所得， 工
業出荷額の1985年見通しを全国7～ 9ブロックのーっとして発表している。
北海道のこの85年値については，第3期計画の道意見で1980年度値が積算されていたので，
北海道， 北海道開発庁は経済企画庁に対し道意見目標値を参酌するようはたらきかけ，新全国
総合開発計画の中にそれを盛り込んだのである。
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また，全国的に重工業を中心とした高度成長の中で，大気・水質汚染や自然破壊どの環境問
題が次第に表面化してきた。
2.計画の考え方
第3期北海道総合開発計画は，国の経済社会発展計画 (1967年）と新全国総合開発計画に対
応する北海道の計画として作成された。
この計画は，まず第一に，我が国経済の国際化，大型化などに対応し，北海道の開発可能性
の発揚で我が国の発展に貢献しようとしたもので，北海道の優れた特性として，①広大な面積，
優れた自然，②北方圏諸国の要衝，③恵まれた資源，用地，用水，労働力を活用して我が国の
主要食糧基地，大規模工業基地，エネルギー基地，自然観光地域，雄大な自然保護保存地域，
人材養成の場，北方圏等国際交流の拠点として，先駆的に国土の有効利用を促すとともに，こ
れらプロジェクトを北海道発展の起爆剤にしようとした。
第二は，北海道は開発の日が浅く，民間，社会資本の蓄積が不充分，産業構造の立ち遅れ，
積雪寒冷，圏内市場より遠隔等の悪条件下等の克服が必要であるが，第2期計画の六拠点開発
が工業開発中心で、あったことから脱皮し，日常生活のミニマム確保をはかるため道内に20の広
域生活圏の形成を進め，更により高次のサーピスを住民に提供する六つの中核都市圏の整備を
進めようとした。第一と第二によって「生産と生活が調和する豊かな地域社会を創造する」と
いう当時としては画期的な目標を掲げたのである。
従来，北海道開発は後進地域開発的発想であったが，これを機に北海道開発の先導性をアッ
ピールしたのである。
3.計画のフレーム
第3期計画作成の段階では，大型コンビュータの利用が可能になったこと，また，それに対
応して計量経済モデルなどの手法が開発されたことから，それ以前では不可能であった多くの
経済変数について，短時間で，同時整合的に推計することが可能となった。
すなわち，人口をはじめ，産業別の所得（産業構造）や就業者（就業構造），労働力，産業
別民間投資（民間資本ストック）や社会資本投資（公的資本形成），財貨の移輸出入，消費支
出などの基本的なマクロ経済諸変数について，予測，政策シュミレーションを容易に行うこと
ができるようにするため，計画フレーム検討用のマクロ経済モデル（北海道69-A）を開発す
ると共に，このマクロモデルと連動して，細部の産業構造を検討するための想定産業連関モデ
ルを作成した。
計量経済モデルに関連して若干コメン卜すると，人口ブロックでは自然動態と社会動態とか
らモデルが構成されており，社会移動については重力モデルの考え方を取り入れた関数式や格
差モデルなどさまざまな方程式が検討され，将来人口の想定に使われている。また，所得ブロッ
クではダグラス型生産関数，利潤原理の投資関数など中心となる部分については，当時，ベー
スとなるデータの質（精度）に問題があって困難性があったにせよマクロモデルとして有効に
動くまでになり，計画フレームの作成に重要な役割を果たしている。投資と経済規模との関連
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については，産業基盤整備などの公的投資と民間投資の誘発との関係や，民間投資の生産効果，
資本係数の変化，労働生産性の向上と産業間格差の変化との関係など種々検討された。
また，マクロモデルによるシミュレーション結果の分析検討の過程で，例えば産業構造の定
性的方向性について，工業化率が低く，第3次産業化の方向にあった当時の北海道の産業構造
から， 10年後の産業構造としては工業化を志向している西ドイツ型を目指すべきか，サービス
経済化へ向っているアメリカ型を目指すべきかといった議論がなされ，そうした定性的な変化
の可能性とフレーム想定値との関係についても検討された。
同時にづ産業別生産額や就業者などについて，いわゆる部門別積み上げ手法による将来推計
作業が平行して実施され，その結果とマクロフレームのシミュレーション結果との突合・検討，
調整をして最終的なフレームが作成された。
百 北海道発展計画＝第4期計画道意見（1978年度～87年度）
1.背景
国際的な環境問題の深刻化，成長型の世界システムの限界についての警告（1972年ローマク
ラブ報告「成長の限界」）など， 1960年代末以降，経済システムの転換の必要性が国際的にも
強く意識されてきたが，ブレトンウッズ体制の崩壊と世界的な変動相場制への移行（日本は
1973年2月に移行）, 1973年10月と74年1月の相次ぐ OPEC諸国による原油価格の大幅引上
げの中で， 1974年には世界経済が異常な物価上昇下での戦後最大の景気後退を示すなど，戦後
経済秩序は70年代の前半に大きな転機を迎えることとなった。
日本もこの年20%を超える「狂乱インフレ」と戦後初のマイナス成長を記録し，鉱工業生産
もピーク時に比べて約20%減となるなど深刻な経済危機にみまわれた。戦後日本の高度経済成
長を支えた諸条件（国際経済秩序の安定， 豊富で低廉な資源輸入，海外新技術の導入など）の
崩壊が明らかとなり，新しい経済システムへの移行とその可能性，条件などについて活発な議
論が行われた。
1975年の経済白書では，新しい成長条件として，第一に世界経済の安定のための国際的な政
策協調と，日本自らも経済変動の少ない静かな成長軌道への転換，第二に新しい資源環境に対
応した省資源型の産業構造への転換，第三に資源制約の下で，環境保全と両立できる経済成長，
第四に規模の利益と効率性追及の技術体系から，環境 ・安全・省エネなどを重視した技術体系
への移行，第五に世界の食糧需給の基調変化の中で，日本農業の生産力の拡充の五項目を挙げ，
また福祉充実への指向の重要性が指摘されている。
しかし， この時期には，「ゼロ成長社会への移行jなどの議論も一方にあり，将来の経済や
産業構造の姿をどう描くかは極めて不透明な状態であったといえよう。安定成長の枠組みが明
確になるのは，第二次オイルショック以降となる。
2.計画の考え方
北海道発展計画（以下「発展計画jという）は， 1977年7月に道の総合計画として策定され
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た。この計画は， 1987年度を目標年次とし，計画の期間を1978年度からの10ヶ年としていた。
戦後の本道開発は，北海道開発法に基づき国が策定する北海道総合計画よって計画的に推進さ
れてきており，この発展計画は道が道行政の基本的指針として策定した最初の計画である。
なお，この計画は，北海道開発法に基づく国の第4期北海道総合開発計画に対する道意見と
して提出され，両計画の基本的整合性が図られている。
発展計画は，我が国が経済的，社会的転換期を迎える中で，道民福祉の向上を基本理念とし，
道行政の基本的指針として策定された最初の計画であり，道民の発想や提言を大切にした道民
のための計画という視点から道民各界各層の意向把握や計画への反映に努めながら策定された。
計画では，土地やエネルギーなどの資源制約のもとで，自然環境を大切にし，経済の安定成
長を図りながら，福祉型の経済社会へ移行するという国民的課題に対応しながら，我が国にお
ける食糧・ 観光レクリェーションの基地，新しい工業発展の場， すぐれた教育研究の場，北方
圏諸地域との支流の拠点としての役割を担うとともに，安全で快適な道民生活を実現するため
の生活福祉の充実，創造性や連帯性を培う新しい精神風土の醸成，時代の進展に対応できる活
力に満ちた経済の実現を図り， 新しい北海道の創造を目指すことと している。
発展計画は， 道民福祉の向上を最重点とする計画であるが， 産業政策面では，先行きが極め
て不透明な環境の中で，景気変動や時代の進展に対応できる強い体質の経済をつくるため，エ
ネルギーの安定供給や土地の有効利用など基盤づくりを進めるとともに，工業では， 3期計画
の臨海部の重化学工業を重視した工業開発から，内陸部への金属加工型工業の立地など，土地
や水など各種資源や環境保全等の制約を考慮した工業開発へとやや重点を移した計画となって
いる。
3.計画のフレーム
第一次オイルショックを契機に経済，社会の方向が大きな転換を逐げようとしている中に
あって計画のフレームについても，従来の経済的な指標を中心に， 過去の実績などから将来を
想定するという方法では新たな時代の要請に応えられないという認識が強まっていた。即ち，
経済指標の体系的な分析，検討と将来延長にとどまらず，生活関係指標や環境，土地利用，地
方財政などの各分野を総合的に取扱い，分野聞のト レードオフ等の相互関連をシステム的にと
らえながら，地域社会のトータルの姿を出来るかぎり体系的に示すフレームの想定が求められ
ていた。
このため，発展計画のフレーム数値の想定は，①道民の生活福祉の向上を最重点とする ② 
産業の発展方向については，各種資源や環境保全等の制約を考慮するという考え方に立ち，そ
れぞれの分野毎に専門的な視点から積み上げを行い，関連分野との調整を取りながら取りまと
めることとしたが，このようにして作成されたフレームが トー タルの北海道経済社会システム
の中で予盾が生じないか，或いは内包する問題はないか等々様々な角度から分析，検討を行う
ための新しい装置として，システム・ダイナミックスの手法を用いた 「北海道モデル」がつく
られた。
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システム・ダイナミックス手法は，①項目聞の論理的関係に重点をおいてモデルを構築して
いることから，長期にわたる構造変化そのものの予測にも適用できること ②タイムラグを含
んだ多数のフィードパック・ルーフをモデルにモデルに内包することにより，系全体の動的過
程を再現できること ③論理判断による係数の決定などにより，数式で表現できない関係を
もモデルに取り入れることができること ④モデルの部分修正が容易であり，多くの試行錯誤
が可能であることなどの特徴を有しており，ローマクラブによる「世界モデル」や愛知県庁に
よる「愛知モデル」などに採用されていたものであり，北海道の取り組みは全国的にも先駆と
なるものであった。
北海道モデルは，大きく分けて人口，生活，産業，環境，財政，土地の 6つのセクターから
構成され，各セクター内の諸要素がセクタ一間相互に促進的なフィードパック・ループあるい
は抑制的なフィードパック・ jレーフによって関係づけられている。特に，生活セクターをこの
モデルの中核となるセクターと設定し，各セクターの活動（政策の選択）が道民の生活福祉に
及ぼす影響についてシミュレーションをし，その結果をもとに政策評価を行うという，インディ
ケータ一・セクターとしての役割を持たせている点にこのモデルの特徴があり，道民生活優先
という発展計画の性格を端的に示すものとなっている。この「北海道モデル」を用いて，産業
基盤投資と生活基盤投資への資源配分の在り方とその産業，生活，環境への長期的影響，産業
構造の変化や産業・人口の地域集中の環境，生活への長期的影響など様々なシミュレーション
が行われ，計画フレームや政策検討の際の重要な評価情報として機能した。
四北海道新長期総合計画＝第5期計画道意見 (1988年度～97年度）
1.背景
1980年から計画が策定された1987年にかけての時期は，日本の産業社会と経済構造という視
点から，大きく 2つの時代に区分される。第ーは，第二次オイルショックを経て1985年9月の
「プラザ合意」に至るまでであり，高度成長を支えた経済の枠組みの終震が明らかとなり，代
わって安定成長の枠組みへの移行が急速に進んだ時期である。日本の基礎素材型工業部門はア
ジア Nies諸国の台頭により国際競争力が低下し，エレクトロニクスなどの高度技術部門や情
報化，経済のソフト化・サービス化を軸に新しい成長の基盤が次第に形成されつつあった。ま
た，国の財政事情の悪化により公共投資は厳しい抑制基調が続き，公的規制の緩和などによる
民間活力の公共分野への導入が進められた。円安・ドル高の国際環境が，自動車や家電製品を
中心とする輸出主導型の経済成長を支え，他方では著しい貿易不均衡を生んだ。
1985年9月の「プラザ合意J以降，日本の経済構造は輸出主導型から内需主導型へと大きく
変貌した。急速かっ大幅な円高による輸入原料等の価格の下落と低金利の下で，消費と研究開
発分野などの活発な投資が経済成長をリードした。産業構造の国際的な再編成が進み，日本企
業の多国籍化や途上国への技術と資本の移転など，日本経済と世界経済の関わりが一層緊密に
なるとともに，国際的な情報，研究開発機能が集積する首都圏の経済機能が大きく高まった。
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こうした第2次オイルショ ック以降の日本経済の変化の中で，北海道のおかれた環境は極め
て厳しかった。本道の基幹産業である鉄鋼や造船，アルミなどの工業は厳しい産業構造調整の
もとで大幅に縮小し，農産物の市場開放への動きや第8次石炭答申，国鉄の分割民営化に伴う
人員の大幅削減など地域経済をめぐる深刻な課題への対応が迫られている一方，先端技術産業
や加工組立型工業など高い成長が期待される分野では新規立地が大きく立ち遅れていた。また，
公共投資の抑制は本道経済の停滞に拍車をかけており， 1980年以降の4年間の経済成長率は全
国平均の半分以下の年率1.8%と全国的にも極めて低い水準となっていた。
こうした中で， 1985年の国勢調査では，人口増加率1.9%, 8割の市町村で人口減少，函館
市と釧路市の人口減少，札幌市における対道外社会減など本道の厳しい状況を浮き彫りにする
結果となった。
2.計画の考え方
北海道新長期総計画（以下「新長期総合計画Jという）は， 1987年11月に道の総合計画とし
て策定され，北海道開発法に基づく国の第5期北海道総合開発計画に対する道意見として提出
された。
この計画は， 21世紀初頭にかけての本道発展の基本的方向を示す「基本構想編jと， 1997年
度を目標年次とする10ヶ年の目標と施策，主な事業を示す 「基本計画編」から成っている。
新長期総合計画は， 国際化や情報化，技術革新，高齢化などの我が国経済社会をめぐる時代
潮流の中で，本道の潜在的な発展性を生かしながら， 21世紀に向かつて本道経済社会の飛躍的
な発展のための基盤をつくることを目標に策定された。このため計画では，北方圏とアジア・
太平洋地域を結ぶ拠点に位置するという条件を生かした国際化の推進や個性的な地域生活経済
圏の形成，ダイナミックな発展力を持った産業集積の形成，人間と自然との共生，高速交通や
情報，頭脳のネットワークの形成などを戦略的な課題として取り上げるとともに， こう した課
題の実現を先導するプロジェク卜として，国際エアカーゴ基地構想や航空宇宙産業基地構想，
北の技術開発ネットワーク構想など15本の戦略プロジェクトを進めることとしている。
また，産業政策面では，これまでの工業集積の拡大と工業構造の高度化という基本的な目標
は変わらないものの，アプローチの方法として，先導的なプロジェクトの展開とともに，研究
開発・技術開発機能や国際的なインターフェース機能などの高い水準の都市機能や質の高い居
住環境の整備，情報サービスなど対事業所サービス業の育成などの総合的な政策展開を特に重
視し，研究開発型企業や知識集約型産業など時代変化に対応した発展力の高い産業集積の形成
を目指している点に特色がある。
また計画では，厳しい課題が集中する計画期間の前半を本道産業経済の転換期ととらえ，産
業構造の高度化のための対策を重点的に進めて産業面や経済面の基礎をつくり，計画期間の後
半には新しい発展の軌道に乗せていくというシナリオを想定している。
3.計画のフレーム
新長期総合計画のフレーム検討のため，「北海道長期展望モデルJが開発された。長期展望
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モデルは，産業連関表を組み込んだ多部門計量経済モデルであり，従来の計量経済モデルに比
べて，①産業連関表の投入係数表や労働生産性，資本生産性などの技術進歩に関する諸変数を
外生変数として取り扱うことで，比較的中長期の予測にも対応できるモデルの構造を持ち ② 
資本ストックの制約や労働力制約による域内需要の生産波及効果の域外漏出の問題をモデル上
も明示的に取り扱うことで，域際収支などの地域問題分析により有効に対応できるモデルとし
て構築されており ①オフィース・ コンピュータによる操作性の高いモデルであるなどの特徴
を有している。
この長期展望モデルを用いて，本道の当時の経済産業構造を前提とする成長力の測定，問題
の分析，望ましい経済発展を実現する上で必要な政策とその実現可能性，シナリオの分析等の
定量的，定性的な検討が行われた。趨勢延長型のシミュレーションでは，日本経済の安定成長
と公共投資の順調な伸びという良好な環境下にあっても，本道経済の成長力は極めて小さ く，
全国との成長格差は一層拡大するものと予測され，その主要な要因は本道の民間資本ス トック
の脆弱性に起因する需要効果の域外流出という構造的問題にあること，またこのため，公共投
資の生産効果も大きく減殺されることなどの分析検討が行われた。また，将来想定産業連関表
を用いて，当面する鉄鋼問題や200海哩問題，石炭問題などの構造調整問題の本道経済への影
響について定量的な検討も進められた。
これらの分析を踏まえなばが，本道経済の発展力を飛躍的に高めるという計画の目標に沿っ
て，計画フレームの検討が進められた。長期展望モデルでは，望ましい経済成長経路（全国を
超える成長率，域際収支の改善，民間投資主導型の発展，産業構造の高度化）を想定しながら，
そのために必要な民間資本スト ックの規模と追加的な新規投資量の分析が行われ，その実現可
能性について，モデルによる定量的な検討のほか， 全国的な産業構造や立地要因の動向，高度
技術者 ・研究者の居住地選択意識の動向，本道の潜在的な優位性の分析検討，民間投資を誘発
する基盤整備の在り方や先導的なフロジェク トの役割，産業開発や地域開発の新しい手法の検
討など種々の側面から検討が進められた。
人口については，第2次ベビーブーム世代の全国的な移動量の想定と本道の社会移動への影
響分析，格差モデルを主体とした社会移動量の分析などの種々の方法によって将来人口の想定
作業をすすめるとともに， 定住人口に加えて活動人口という概念の導入検討なども行われた。
こうした検討と並行して，産業別の生産額や就業者数について，全国的な動向や本道の可能
性を踏まえた部門別積み上げが行われ，長期展望モデルのシミュレーションなどとの突合を図
りながら新長期総合計画のフレームが策定されている。
¥'I[ あとがき
私は，かつて北海道庁に勤務していた関係から，時々の開発計画の総論，特に経済フレ ムー，
資金計画の作成を担当させられた。計画の作成には，概ね2ヶ年を要した。北海道案（開発法
でいう地元意見）は北海道議会総合開発調査特別委員会で審議され，北海道開発庁に送付され
134 辻：戦後北海道総合開発計画のフレ ムー，ワ クーの研究
る。北海道開発庁は道意見を有力な参考として，北海道開発審議会の意見を聞きながら固とし
ての（法に基ずく）開発計画を作成することになる。私は，その作成作業の応援に北海道開発
庁に毎回の様に行った。長い時は3ヶ月の東京滞在であった。
私がこれらの計画の経済フレームに直接係わったのは，①第1期北海道総合開発計画第2次
5ヶ年計画，②第2期北海道総合開発計画，①第3期北海道総合開発計画までである。
北海道発展計画（第4期計画）については，道生活環境部参事，石炭対策本部事務局長の立
場から，環境およびエネルギー部門を担当し，北海道新長期総合計画 （第5期計画）について
は，道段階では，北海道総合開発委員会委員として，国の段階では北海道開発審議会特別委員
として参画させてもらった。
経済フレーム作成手法については，時代とともに高度なテクニックを採用するようになって
きた。日本の経済計画をみると需要重視モデルが主流をなしていた。そのため連立方程式に政
府支出や輸出等の外生変数を与えて将来の経済を予測する。長期的な経済成長は，供給側の要
因に左右されるのに需要を中心に予測する点に問題があった。その点，北海道の経済予測は供
給サイドが主流をなしていた。種々の生産関数，コjレム方式，ハロッドの成長の基本方程式，
産業連関表の技術係数等が論議された。現に1962年の北海道経済白書で北海道の産業別の資本
装備率，労働生産性， 産出係数，技術進歩による生産増加等，生産面からみた要因分析をして
いる。 現実の日本経済の成長を探るときにも， デニソンが指摘するように労働力，資本に加え
技術進歩の成長寄与度が著しい。計画予測のなかに技術変化の予測を折り込むことは仲々難し
いが， 「北海道長期展望モデル」はこれへの一つのアプローチと言えよう。
最後に，混合経済体制下での経済予測としては， システムダイナミ ックス手法に見られるよ
うに，最終的には，計画作成者の歴史的，経験的判断力に頼らざるを得ない分野が大きくなっ
てきていることを指摘したい。
